
令和５年度 事業計画 

 

（基本方針） 

 本センターの派遣も含めた受注金額は、平成２８年度に最高額に達した後、ここ数

年、様々な事情から減少傾向となっていたが、更に、昨年度は、長期にわたる新型コ

ロナウイルス感染拡大の影響を大きく受けた。 

また、会員数は、継続雇用制度の施行や、企業での７０歳までの雇用の努力義務化、

また、新型コロナウイルス感染拡大などの影響により、減少と高齢化に拍車がかかっ

ている。 

高年齢者の生きがいづくりや健康づくりなどを目的に、臨時的かつ短期的又はその

他の軽易な業務にかかる就業機会を確保し、高年齢者に組織的に提供するシルバー人

材センターとして、受注金額や会員数の維持・拡大は、円滑な運営の視点からも喫緊

の課題となっている。 

 更に、シルバー保険適用の傷害・賠償事故が依然として多発していることから、「安

全はすべてに優先する」との認識のもと、危機感をもった安全就業の徹底が重要とな

っている。 

 このようなことを踏まえ、令和５年度までの５年間を計画期間とする「第３次高松

市シルバー人材センター中期計画」を念頭に置き、高松市など関係団体とも密接に連

携する中、国の補助事業である「高齢者活用・現役世代雇用サポート事業」を積極的

に活用しながら、諸課題の解消に向け、下記の重点取組事項などに取り組むこととす

る。 

 

（重点取組事項） 

〇 会員の維持・拡大に向け、先進事例も参考に、新たな施策の展開など、一層の加

入促進に努める。 

〇 広く市民を対象に、シルバー事業への理解と協力を得るため、映像媒体の活用な

ど様々な工夫を凝らしながら普及・啓発活動を一層推進する。 

〇 剪定や除草業務に就業する会員の高齢化などを踏まえ、剪定班や除草班の活性化

を図る。 

〇 高松市などと連携しながら、地域ニーズや会員の意向なども踏まえ、新たな施策

の推進など就業機会の拡大に取り組む。 

〇 派遣事業を積極的かつ重点的に推進するとともに、高年齢者雇用安定法に基づく

派遣事業の拡大を有効に活用する。 

〇 重篤事故などの撲滅を目指し、安全意識の啓発や研修の拡充など安全就業の徹底

に取り組むとともに、特に、除草作業中の飛散防止対策をより徹底し、ここ数年で、

最も少ない年度の事故件数を下回るよう努める。 

〇 適正就業推進の観点から、「シルバー人材センター適正就業ガイドライン」の運

用・周知の徹底を図るとともに、総額請負契約を推進する。 

〇 就業機会の公平化を推進するとともに、会員の就業上の不適格な行為の防止に取



り組み、適正就業の徹底に努める。 

〇 新型コロナウイルス感染防止を念頭に、会員への周知・啓発などに努めるととも

に、事業所として、感染防止対策の徹底を図る。 

〇 公益社団法人として、事業運営全般にわたる改善や見直しを進める。 

 

 

Ⅰ シルバー人材センター事業 

 

１ 請負・委任による就業機会の提供 

  市内の高年齢者の生きがいの充実と福祉の増進を図るとともに、活力ある地域社

会づくりに寄与するため、高松市や民間事業所、個人などから、臨時的かつ短期的

又はその他の軽易な業務にかかる仕事を有償で受託し、本センター会員に提供する。 

２ 労働者派遣による就業機会の提供 

  香川県シルバー人材センター連合会（以下「県シ連」という。）高松事務所とし

て、労働者派遣による就業機会を確保し、本センター会員に提供する。 

特に、現役世代の下支えなどを念頭に、高年齢者雇用安定法に基づく派遣事業の

拡大を有効に活用し、民間事業所などの要望に応えられるよう重点的に推進する。 

３ 職業紹介 

  臨時的かつ短期的又はその他の軽易な業務にかかる仕事を希望する市内の高年

齢者を対象に、有料職業紹介を行う。 

４ 調査・研究 

  事業を発展・拡充するため、高齢化の状況や高年齢者を取り巻く雇用情勢の調査

などを行う。 

  中でも、本センターの受注金額が減少傾向であることを踏まえ、発注者や会員の

ニーズの把握に取り組むなど、迅速・的確な情報収集に努める。 

〇具体的な内容は、次のとおりである。 

（１）本センターを取り巻く諸状況の変化を的確に把握し、今後の事業見通し

なども踏まえ、事業の改善に努める。 

（２）新入会員の就業ニーズの調査や研修などを実施して、就業開拓などに活

かす。 

（３）会員の就業実態や未就業会員の希望職種などを把握し、その就業先の開

拓に努める。 

（４）本センターへ提出されている会員情報の更新に努める。 

（５）香川県最低賃金の改定状況を情報収集し、適切な対応に努める。 

（６）「第３次中期計画」を、全国シルバー人材センター事業協会（以下「全シ

協」という。）などから情報を収集する中、改定に努める。 

  



５ 普及・啓発 

  本センターの事業などについて、広く市民の理解と協力を得るため、広報専門部

会を中心に、効果的な普及・啓発活動の検討を行うとともに、本センターとして、

県シ連と役割分担をしながら、市民や民間事業所などへの組織的な普及・啓発や会

員個々による近隣地域での普及・啓発を推進する。 

〇具体的な内容は、次のとおりである。 

（１）１０月のシルバー事業普及・啓発促進月間を中心に、街頭啓発活動や地

域でのボランティア活動などを通して、シルバー事業の周知に努め、受注

の確保や会員の拡大を図る。 

（２）高松市などが実施するイベントへ積極的に参加し、シルバー事業のより

効果的な普及・啓発に努める。 

（３）映像媒体の活用や本センター周知用チラシの戸別配布など、新たな普及・

啓発活動を検討・実施する。 

（４）市民向けのイメージ戦略として、一般市民も対象とした一般教養講座の

開設を検討する。 

（５）県シ連とも連携しながら、新聞やテレビなどのマスメディアや高松市の

広報媒体などを積極的に活用し、シルバー事業の普及・啓発を図る。 

（６）適宜、本センターの事業状況や実績などの情報をホームページに掲載し、

シルバー事業に対する市民の理解と認識を深める。 

（７）機関紙「シルバーたかまつ」や月刊「事務局だより」を、様々な工夫を

凝らしながら編集・発行し、会員や市民へ迅速で分かりやすい情報の提供

に努める。 

 

６ 安全・適正就業の推進 

  安全委員会、適正就業推進委員会を中心に、年間活動計画を策定し、「重篤事故ゼ

ロ」や「不適格行為ゼロ」などを目指し、安全・適正就業に係る指導や研修の実施、

情報提供などを行い、会員の意識向上を図るとともに、民間事業所などに対し、適

宜・適切な情報提供を行うなど、安全就業、適正就業の推進と徹底を図る。 

〇具体的な内容は、次のとおりである。 

（１）安全委員会    ３回程度開催 

（２）安全就業対策 

ア 事故の危険性が高い就業については、原則、複数就業を徹底するとと

もに、「安全就業基準」や「作業別安全就業基準」の周知に努める。 

イ 「安全保護具適正使用促進要綱」に基づき、安全帽、墜落制止用器具な

ど安全用具の装着を徹底するとともに、チェーンソーによる作業時の安

全対策として購入した保護衣を要望に応じて貸し出すなど、安全対策用

具の整備・普及を図る。 

  また、除草作業中の飛散防止対策として、飛散防止ネットを貸し出し、

使用の徹底を図るとともに、石の飛散が少ないバリカン方式の刈払機を

貸与する。 



ウ 自動車運転業務に従事する会員に対し、年齢制限と研修制度を的確に

運用するとともに、公用自動車の運転前後の酒気帯びの有無をチェック

するほか、会員が集まる機会にあわせて交通安全講習会を実施するなど、

交通事故防止に取り組む。 

エ 「損害賠償事故加害会員の措置に関する規程」の周知徹底を図り、適切

な運用に努めるとともに、事故などを起こした会員などを対象に特別研

修を実施する。また、一層の事故防止を目指し、事故に重大な過失などが

ある場合には、直接、適正就業推進委員会での審議を経て制裁措置を講

じる。 

オ 飛散損壊事故や公用自動車での事故、重篤事故のおそれがある傷害事

故などが発生した場合には、安全委員会委員長等が事故当事者と班長か

ら直接ヒアリングを実施し、事故の分析、安全意識の高揚を図る。 

カ 「シルバー安全の日」（月の１０日）を念頭に、安全委員会委員などに

よる安全パトロールを、年間４回定期に実施する。 

キ 作業用機械・器具などの取扱い講習会や職群班の業務会において、安

全作業研修を実施し、事故防止に努める。 

ク 開催時期や講演内容の見直しなど安全講習会の充実に努めるととも

に、県シ連主催の各種研修会などに会員の参加を奨励する。 

ケ 公務上事故（傷害・賠償）報告書を分析して、安全対策に活かす。 

コ 「安全ニュース」や、機関紙「シルバーたかまつ」、月刊「事務局だよ

り」などに事故の発生状況や健康管理に関する情報を掲載するなど、定

期的に安全就業の周知・啓発に努める。 

サ 経験年数が２年未満の会員の事故発生率が高い傾向にあることから、

新入会員研修において、事故の発生状況や安全就業基準を説明し、安全

就業の重要性を意識づける。 

シ 安全就業には、健康が不可欠であることから、年１回の健康診査の受

診を促す。 

（３）適正就業推進委員会    ２回程度開催 

（４）適正就業対策 

ア 「会員就業の基準に関する規程」に基づき、臨時的かつ短期的又はその

他の軽易な業務にかかる就業の適正化を徹底するとともに、就業機会の

公平化を図るため、ワークシェアリングやローテーション就業を活用す

る。 

イ 適正就業を推進するため、上記規程に基づき、就業期間の制限などを

超える会員に対する改善措置を継続して実施する。 

ウ 適正就業推進委員会委員などによる就業先への巡回調査を、年間３回

定期に実施し、就業実態を踏まえ適正就業を推進する。 

エ 就業不適格会員に対しては、上記規程に基づき厳正な措置を講じると

ともに、会員への周知・啓発に努め再発防止を徹底する。 

オ 発注者からの苦情を踏まえ、就業会員への迅速な指導などに取り組み、



適正就業を確保する。 

カ 新規の受注又は既存契約の更新に当たっては、「シルバー人材センタ

ー適正就業ガイドライン」に基づき、状況に応じて、派遣事業や職業紹介

事業も活用し適正就業を図る。 

キ 総額請負方式での契約を推進する。 

 

７ 就業分野の開拓・拡大 

  高年齢者が自らの能力や希望に応じた就業機会を享受できるよう、民間事業所か

らの要望などの的確な把握に努め、仕事の需給調整と新たな就業先の開拓などを行

う。 

〇具体的な内容は、次のとおりである。 

（１）「高齢者活用・現役世代雇用サポート事業」の主旨に沿って、高松市、

民間事業所などからの新規事業の受注開拓に努める。 

（２）理事を中心に、ブロック長、班長などに対し適切な情報提供を行う中で、

地域班、職群班における会員の連携強化と自主的活動を促進しつつ、地域

班や職群班による地域における就業先の開拓を進める。 

（３）職員が訪問活動などを行い、既存の発注者の潜在ニーズの掘り起こしに

努めるとともに、会員のニーズも踏まえた新たな就業先の開拓を推進する。 

（４）除草班、表具グループなどの充実・強化を図るとともに、共働・共助や

技能の強化に努め就業拡大を図る。 

（５）剪定受注量に適切に対応するため、南部地区センターを中心に、班員の

育成・確保に取り組むとともに、剪定技能の向上や安全対策に関する研修

を充実し、剪定班の充実・強化に努める。 

（６）新入会員や未就業会員などを対象として、効果的な就業に関する情報提

供や相談の実施に努める。 

（７）発注者の満足度の向上を図るため、会員研修及び職員研修を充実・推進

する。 

（８）派遣労働会員の派遣先労働者との同一労働・同一賃金の定着やキャリア

アップを図るための教育訓練の実施など、派遣事業を積極的に推進する。 

（９）高年齢者雇用安定法に基づく派遣事業の拡大（就業時間の拡大）を有効

に活用する。 

（10）会員への総額請負方式の周知に努め、シルバー事業の安定・拡大を図る。 

（11）書道教室など独自事業の充実に努める。 

（12）超高齢社会の進展を見据え、高松市と連携しながら、介護保険制度新総

合事業の一層の推進に努める。 

（13）軽度生活援助事業の就業機会の確保に努めるとともに、適正な制度運用

を徹底する。 

（14）高松市と連携しながら、空き家の剪定・除草に加え、空き家の外観見回

り事業の一層の推進に努める。 

 



Ⅱ 高齢者活躍人材確保・育成事業 

 

  県シ連が実施する高齢者活躍人材確保・育成事業について、協力・連携を図る中

で、現役世代を支える分野などへの派遣、請負、職業紹介の拡大を図る。 

〇具体的な内容は、次のとおりである。 

（１）県シ連が、これまで高齢者活躍人材確保・育成事業として実施してきた

技能講習会の開催に協力・連携し、一層の会員の確保に取り組む。 

（２）独自に新入会員研修や技能・接遇などの研修・講習会を実施する。 

（３）県シ連が実施している新聞などマスメディアやセミナーなどを活用した

高齢者活躍人材確保・育成事業についても、役割分担をしながら、映像媒

体の活用や街頭啓発活動の充実など様々な工夫を凝らしながら積極的に協

力し、シルバー事業の普及・啓発を図る。 

 

 

Ⅲ 法人の充実と財政基盤の確立 

 

  公益社団法人として、新型コロナウイルス感染防止に万全を期しつつ、各種事業

を実施し、法人の円滑かつ適切な運営と発展に努める。併せて、本センター及びシ

ルバー事業の安定的・継続的な運営を確保するため、財政基盤の確立に努める。 

〇具体的な内容は、次のとおりである。 

（１）自主・自立・共働・共助の基本理念に則り、会員による自主的な運営の

確立を目指して、情報の提供や啓発を行う。 

（２）概ね毎月、定期に理事会を開催し重要案件を審議するとともに、地域班

の活性化など重要な課題に的確に対応するため担当理事の設置など、理事

会の機能強化を図る。 

（３）各専門部会や委員会が、それぞれの役割を的確に果たすことができるよ

う、情報の収集・提供、研修機会の確保などに適切に取り組む。 

（４）受注件数の減少を踏まえ、より一層事務局の効率的な運営を図るととも

に、職員の意識・資質の向上を目指し、年１回以上の研修機会の確保に取

り組むほか、会員との連携強化に努める。 

（５）会員相互の交流を深め法人の一体感を醸成するため、独自事業の書道教

室や各種同好会などの充実に努め、会員の交流を推進する。 

（６）ブロック懇談会の開催方法の見直しや内容の充実に努め、地域班の各種

活動の活性化や会員の相互交流などを図る。 

（７）遅延未収金回収要綱に基づき、迅速・着実に遅延未収金の回収に努める。 

（８）本部事務所施設の老朽化を踏まえ、本部事務所の整備などについて、高

松市との協議・検討を進めるとともに、施設整備検討委員会において、施

設整備に必要な事項について協議する。 

（９）国や香川県などが示す新型コロナウイルス感染防止対策に基づき、事務

局だよりなどを活用し、会員へ感染防止対策の徹底を周知・啓発するとと



もに、事業者として、飛沫感染・接触感染の防止など感染防止対策に万全

を期す。 

（10）業務請負の契約方法の見直しや、センター運営及び会員管理のデジタル

化について、国の動向や他のセンターの検討状況を踏まえ、適切に取り組

む。 

 

 

Ⅳ 法人管理事業 

 

１ 会員の状況 

  平成２２年度をピークに、会員数が、総体的に減少傾向となっており、特に、継

続雇用制度の施行や深刻な人手不足に加え、新型コロナウイルス感染拡大の影響な

どから、減少傾向に歯止めがかからない状況となっている。 

  今後、このような状況を見極めつつ、女性など幅広く加入促進に努める。 

 

会  員  数 

令和３年度末    １，５１８人 

令和４年度末    １，４４３人 

令和５年度（予算） １，５００人 

   

〇具体的な内容は、次のとおりである。 

（１）企業での７０歳までの雇用の努力義務化や新型コロナウイルス感染拡大

などの影響を踏まえ、全シ協、県シ連、他のセンターと連携しながら、会

員拡大の有効な方策として、表彰制度の運用拡大による１人１会員入会運

動の推進や、入会時期に応じた初年度年会費の減額制度などを積極的に活

用する。 

（２）本センターの活動に賛同し、健康で働く意欲のある会員を広く求めるた

め、地域班員による加入活動を推進するとともに、街頭啓発活動などの充

実、ホームページや各種広報媒体の活用など、市民への周知に努め、積極

的に会員拡大を図る。 

（３）月３回の入会説明会（本部・南部地区・東部地区）を開催する。 

（４）他のセンターを参考に、適宜、多様な入会説明会を検討・実施する。 

（５）本部事務所で実施している就業に関する情報提供や相談などを活用し、

未加入者に対し入会を奨励する。 

（６）派遣事業の拡大（就業時間の拡大）を有効に活用するなど、派遣事業を

推進し、入会を促進する。 

（７）新入会員への速やかな就業機会の提供や未就業会員への継続的な就業促

進を進めるとともに、同好会活動などの充実に取り組み、一層、会員交流

を図り会員の定着に努める。 

（８）加齢などにより就業が困難な状況となったが、引き続き本センターの会

員交流活動などへの参加を希望する会員に対し、ゴールド会員制度の活用



を促し、会員の定着に努める。 

（９）女性が参加しやすいセミナーを企画するほか、女性の理事や職員が入会

説明会に参加するなど、女性会員の入会促進に努める。 

 

２ 公益社団法人としての適正性の確保 

  公益社団法人として適正な運営に努める。 

〇具体的な内容は、次のとおりである。 

（１）香川労働局、香川県、全シ協、県シ連などから、適宜、助言を受けると

ともに、他のセンターの運営状況などを把握する中で、適正かつ円滑な運

営に努める。 

（２）情報公開やコンプライアンスの向上などに努め、一層の運営改善を図る。 

（３）「個人情報の保護に関する規程」等に基づき、特定個人情報を含む個人

情報の適正な取扱いを徹底する。 

（４）公益法人制度に相応しい諸規程や会計基準などの適切な運用に努める。 

 

３ 南海トラフ地震への備え 

  近い将来、発生が予測される南海トラフ地震は、甚大な被害が予測されているた

め、本センター業務において、安全かつ迅速な避難や情報の伝達、安否確認などが

できるよう、関係機関と連携して防災・減災に向けた準備などに取り組む。 

 

４ 諸会議の開催 

  本センターの管理運営に関して必要な会議を、次のとおり開催する。 

会  議  名 開 催 回 数 

（１）定時総会 

（２）理事会 

１回 

１２回程度 

 


